
法人の基本情報

法人の名称 公益社団法人香川県浄化槽協会

設立登記日 平成23年4月1日

法人の目的
この法人は、浄化槽法に基づく水質に関する検査及び浄化槽の普及を促進するとともに、浄
化槽に関する技術の向上及び知識の普及並びにその製造、工事及び維持管理の適正化を
図り、もって生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。

主たる事務所の所在場所
都道府県 市区町村番地等

香川県 高松市香西本町１番地１０６

運営組織に関する重要な事項【公益社団法人用】（認定規則第46条第１項第２号）

(1) 社員の数その他の状況

 社員の数 142人

 （代議員制を採用している場合）
 社員（代議員）を選出する会員の数（注１）

人

 社員の資格の得喪に関する定款の条項（注２） 定款第6条、第8条、第9条、第10条

 法人の目的、事業内容に照らして当該条項が合理的な関連性及び必要性があることについて

（正会員等の資格の取得）
第６条　この法人の正会員又は賛助会員になろうとする者は、別に定める入会申込書を提出し、理事会の承認を受けなければな
らない。
(任意退会）
第８条  正会員及び賛助会員は、理事会において別に定める退会届を事前に提出することにより、事業年度末をもって退会する
ことができる。
（除名）
第９条  会員が次のいずれかに該当したときは、総会の決議によって当該会員を除名することができる。ただし、弁明の機会を与
えることができる。
（１）定款その他の規則に違反したとき。
（２）この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。
（３）その他除名すべき正当な事由があるとき。
２　前項の規定により会員を除名したときは、当該会員に対し、除名した旨を通知しなければならない。
（会員資格の喪失）
第１０条  前２条の場合のほか、会員は、次のいずれかに該当するときは、その資格を喪失する。
（１）第７条の支払義務を１年以上履行しなかったとき。
（２）当該会員が死亡し、又は解散したとき。
２　会員が前項の規定によりその資格を喪失したときは、この法人に対する権利を失い、義務を免れる。ただし、未履行の義務は
、これを免れることができない。

 社員の議決権に関する定款の条項 定款第16条

 社員の議決権に関して当該条項により社員ごとに異なる取扱いをしている場合、法人の目的に照らして不当に差別的な取扱い
をしないものであることについて

（議決権）
第１６条　総会における議決権は、正会員１人につき１個とする。

注１ 定款において、資格を有する者（会員）の中から社員（代議員）を選出する規定を設けている法人については、当該会員の
数を記載してください。

注２　 定款のほかに、社員の資格の得喪に関する細則を定めている場合には、添付してください。

(2) 理事及び監事のその他の状況

理事又は監事の数 報酬等の総額（年間総額）

（うち常勤） うち、退職手当の額

 理事 19人 1人 0円 0円

 監事 2人 0人 0円 0円



(３) 公益法人から受ける財産上の利益が２０００万円を超える理事又は監事について

財産上の利益の額 当該額を必要とする理由

(4) 会計監査人について

会計監査人設置の有無 会計監査人の氏名又は名称

無

(5) 職員について

職員の数 63人 うち常勤 63人

(6) 社員総会等の開催状況について

開催年月日 主な決議事項等

社員総会 令和6年5月28日
審議事項
　　第1号議案　令和5年度事業報告及び決算について
　　第2号議案　役員の選任について
報告事項
　　令和6年度事業計画及び収支予算について

理事会 令和6年5月8日
（１）令和5年度事業報告及び決算について
（２）部会規則の変更について
（３）部会委員の推薦について
（４）定時総会の招集目的等について
（５）資産取得引当資産について
（６）会長表彰等の贈呈者について

理事会 令和6年5月28日
（１）会長・副会長・専務理事の選定並びに顧問の選任について
（２）四部会委員の承認について

理事会 令和6年6月7日
（１）総務部会委員の承認について
（２）検査業務特別委員会の委員の承認について
（３）各委員会の委員の承認について

理事会 令和6年9月10日
(１)部会委員の承認について
(２)現三豊連絡事務所の移転について

理事会 令和6年11月19日 (１)令和6年度中間事業報告及び中間決算報告について

理事会 令和7年3月13日
（１）令和7年度事業計画書（案）について
（２）令和7年度収支予算書（案）について
（３）資金調達及び設備投資の見込みについて
（４）事務局運営規則の一部変更について

(７) 情報開示の適正性及び経理的基礎を担保する状況について

ア： 法人の体制に応じて、次の(1)から(3)までのいずれかを選択して記載してください。 

※会計監査人による外部監査を受けている法人は記載不要です。 

 (1)　公認会計士又は税理
    士である者が監事を務
    めている場合

 当該監事の氏名

 公認会計士・税理士の別

 (2)　(1)以外の場合で
    あって、費用及び損失
    の額又は収益の額が1
    億円未満の場合

 営利又は非営利法人の経理事
 務に従事等した経験を有する
 監事の氏名

 当該監事の経理事務経験につ
 いて右欄に記載してください｡

 (3)　(1)又は(2)以外の場合
 公認会計士、税理士又はその
 他の経理事務の精通者による
 関与について説明してください。

公認会計士　安井　順子
税理士　　　　太田　一司
に会計顧問を委託している。

イ：会員等について（注３）

会員等区分の名称 会員の数



正会員 142人

賛助会員 14人

特別会員 3人

注３ 定款において会員等を置く旨が定められている場合、定款のほかに会員等の位置づけ及び会費に関する細則を定めてい
るときは、これらの細則を添付するとともに、本欄に会員等の区分ごとの数を記載してください。

(８) 事業・組織の体系

　　 複数の事業又は組織がある場合は、事業・組織の体系を添付してください。



事業活動 ・ 浄化槽法定検査（浄化槽法第7条、第11条）知事指定61環B第140号（S61.3）
・ 浄化槽設置状況実態調査及び台帳整備
・ 浄化槽機能保証制度受付業務
・ 浄化槽啓発宣伝事業

（浄化槽展示・相談事業、機関誌「よみがえる水」発行）
・ 浄化槽維持管理強化指導（県・高松市・善通寺市委託事業）
・ 浄化槽設置者講習会等の開催
・ 浄化槽保守点検業者の知事、高松市長登録の指導・経由事務
・ 浄化槽設置整備事業施行状況等確認検査

（高松市・坂出市・観音寺市・さぬき市・三豊市・三木町・綾川町・まんのう町・直島町）

・ 省エネ型浄化槽システム導入受付業務
・ 計量証明事業　知事登録第17号（H9.1）
・ 浄化槽設置届出時の事前相談・照合等の事務

関連事業 ・ 災害時における浄化槽の復旧支援活動（香川県と協定）
・ 災害時における相互応援協定（全浄連四国地区５団体で締結）
・ こども１１０ばん事業
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公1 収1 他収2

浄化槽による公共用水域の水質保全事業 計量証明事業 会員扶助事業

事　務　局

所在地：香川県高松市香西本町1番地106

部　会

事業・組織体系図

総　　会

理　事　会
顧　　問 会　　長

副　会　長

専務理事
監　　事 理　　事

委　員　会 総務部会



事業
年度

自 令和6年4月1日 法人コード A007866

至 令和7年3月31日 法人名
公益社団法人香川県浄化槽
協会

事業活動に関する重要な事項（規則第４６条第１項第３号）

　(１)　寄附を受けた財産の額

寄附を受け
た財産の額

0円
うち個人から 0円

うち法人から 0円

　(２)　金融資産の運用収入の額

金融資産の運用収入の額 0円

　(３)　資産、負債及び期末純資産の額

資産額 692,559,033円

負債額 140,620,858円

期末純資産額 551,938,175円

うち公益目的事業会計の純資産額 496,083,047円

（４）　他の団体の意思決定に関与することができる財産保有の有無

保有の有無 保有していない

他の団体の意思決定に
関与することができる財産の内容

当該他の団体の主な業務の内容
議決権の割合
 （注）

他の団体の名称 財産の名称

％

％

※　上場企業の株式であって、当該企業の株式等の５％を超えない範囲で保有するものについては、記載を不要とします。

　　また、上場企業については、当該企業の業務の内容について省略して差し支えありません。

注　正確な数字を把握していない場合には、概数を記載してください。

（5）　関連当事者との取引に関する事項及びその明細

関連当事者との取引の有無 無

関連当事者との取引がある場合には、財務諸表に注記されます。

（6）　海外への送金に関する事項

　 海外送金等取引の有無 無 リスク軽減策の有無 無


